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1 節 復興に向けた動き
　東日本大震災と東京電力福島第一原子力発電所
事故の被災地では，震災発生から 7年が過ぎ，住
宅の再建や大規模な復興事業に一定のめどが立つ
地域が増える一方で，当初描いた復興の姿とのか
い離も各地で顕在化している。また，時間の経過
とともに震災の記憶の風化も進んでいて伝承も大
きな課題となっている。

1．長期化する避難生活

　被害が大きかった宮城，岩手，福島の 3県では，
仮設住宅や親族の家などで避難生活を余儀なくさ
れている人が 7万3,000人余りいる（2018年 2 月
現在）。95年の阪神・淡路大震災では，震災から
5年で仮設住宅に暮らす人がいなくなったが，東
日本大震災では被災範囲が広いうえ，宅地のかさ
上げ工事や高台移転などの復興事業が当初の計画
よりも遅れたこと，さらに福島県では住民の帰還
のめどが立っていない区域も残されていて，かつ
てないほど避難生活が長引いている。
　長期化する避難生活で亡くなる人も増え続けて
いる。福島県内で津波と地震の直接の影響によっ
て死亡した人は1,613人。これに対し，避難の長
期化に伴って体調を崩すなどして死亡し，震災関
連死に認定された人は2,202人と直接死の数を上
回っている（17年 9 月末現在）。全体の震災関連
死は，宮城県で926人，岩手県で464人など合わせ
て3,647人となっていて，長期化する避難生活で
の疲労やストレスは，被災者の健康状態にも深刻
な影響を及ぼしている。
　また，NHKが震災 7年を前に宮城，岩手，福
島の被災者や原発事故の避難者約2,000人にアン
ケート調査を実施したところ，「震災による心身
への影響が続いている」という人は55%に上って
いて，被災した人を長期的に見守り，心身面をど
う支援していくかが課題として指摘されている。

2．遅れる住まい復興と人口流出

　被災者向けの災害公営住宅は合わせて 3万戸余
りが建設される計画となっているが，18年 1 月ま
でに 3県で約 2万8,000戸が完成，ようやく計画
の90％に達した。県別では岩手県で計画の86％に
当たる5,052戸，宮城県で計画の97％に当たる 1
万5,389戸，福島県は94％に当たる7,130戸が完成
し，ようやく完了が見えてきた。また，高台への

移転や地盤のかさ上げ工事で完成した宅地は 3県
で合わせて 1万5,126戸と計画の82％となってい
る。
　これに伴いプレハブの仮設住宅で暮らす人も
徐々に減りつつあるが，それでも18年 2 月末時点
で 1万2,000人余りとなっている。震災 7年を前
にNHKが行ったアンケート調査で，「自分は被災
者だと今も感じている」という人は約 6割に上っ
ていて，復興の遅れが背景にあると専門家は指摘
している。
　こうした状況を受けて，故郷を離れ新たな土地
に生活の場を求めざるをえない被災者も相次いで
いる。震災前の11年 3 月と18年 2 月 1 日の 3県の
データを比較すると，沿岸被災地や原発事故の避
難指示区域の自治体のほぼ半数で人口が10％以上
減少した。特に，宮城県女川町で人口が39％減少
したのをはじめ，宮城県南三陸町で33％，福島県
川内村で30％，宮城県山元町で27％，岩手県大槌
町で25％，福島県広野町で24％それぞれ人口が減
少した。3県の人口減少は被災地に集中していて，
復興の遅れが人口流出を加速させる結果となって
いる。

3．思い描いた復興と広がるかい離

　復興事業の遅れやこれに伴う人口減少によって
被災地では描いた復興の姿とのかい離が進む事態
が顕在化している。このうち，かさ上げ工事が終
わった岩手県大槌町では，空き地が目立ち，利用
の予定がある土地は43％にとどまっている。同様
の事態は岩手県陸前高田市などでも起きている。
　被災地の沿岸460キロで整備が進められている
防潮堤。これまでに完成したのは270か所で全体
の40％ほどとなっている。この建設現場でも，す
でに住む人がいなくなった場所で建設が進むなど
想定外の状況が生まれている。
　インフラ整備だけでなく，人々の暮らしも再建
が思うように進んでいない。震災 7年を前にNHK
が行ったアンケート調査で「家計が苦しいと感じ
る」という人が65％に上った。全体の半数近い人
が「震災後に続いていた支援が最近打ち切られ
た」と回答し，一人ひとりの状況に合わせた支援
の継続が被災地の課題となっている。

4．被災企業の回復 “ピークアウト”

　震災から 7年が経過し，復興需要が“ピークア
ウト”している。被災企業の再建を支援する「グ
ループ補助金」を受けた東北地方の事業者のう
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ち，震災前より売り上げを伸ばした割合が，業種
によってピーク時より10ポイント以上減るなど，
業績回復の鈍化が鮮明になっていることが経済産
業局の調査で分かった。
　なかでも顕著なのが「旅行・ホテル業」で，震
災前より売り上げが伸びた事業者がピーク時より
11ポイント減ったほか，「建設業」も初めて前の
年を下回るなど， 7つある業種のうち 5つで減っ
た。
　さらに，苦戦が続いてきた「水産加工業」はサ
ンマやサケなどの記録的な不漁が追い打ちをかけ
た。NHKが17年12月に宮城・岩手の主な被災企
業129社を対象に不漁の影響についてアンケート
したところ，生産を減らしたり一部の商品の生産
を取りやめたりするなどの影響が出ている企業が
約 9割に上った。被災地の産業の再生は依然，道
半ばといえる。

5．仮設商店街再建の動き

　津波で店舗が流されたためプレハブの仮設店舗
で営業を続けてきた商店街が，かさ上げ工事の終
了に合わせて，常設の商店街として再建を進めて
いる。
　宮城県南三陸町の「さんさん商店街」は，仮設
商店街の時から多くの人が訪れ， 5年間で100万
人を超える集客を誇っていたが，17年 3 月，常設
の商店街がオープン， 9 mの高さにかさ上げされ
た土地に 6棟の平屋建ての建物が建てられた。
　 4月には，同じ南三陸町の歌津地区に 8店舗が
入った「南三陸ハマーレ歌津」もオープン，11月
には宮城県気仙沼市で20の店が入る新たな商店街
が営業を開始した。
　岩手県でも， 4月，陸前高田市で12m余りかさ
上げされた土地に大型商業施設「アバッセたか
た」が完成，オープンした。
　一方，宮城・岩手・福島の 3県には，最大で69
の仮設商店街があったが，常設の店舗を作ること
なく，役割を終えたとして閉鎖に追い込まれる仮
設商店街が相次いでいる。

6．津波や原発事故を巡る訴訟

　震災の津波で犠牲になった宮城県石巻市の大川
小学校の児童74人のうち23人の遺族が宮城県と石
巻市を訴えた裁判は，16年10月に 1審の仙台地方
裁判所が，「津波が襲ってくるおよそ 7分前まで
に津波到達の危険を予測できた」として学校側の
過失を認め14億円余りの賠償を命じた。この判決
を不服として宮城県と石巻市が控訴，遺族側も控

訴し，仙台高等裁判所で 2審が行われている。 2
審は18年 1 月に結審，4月に判決が言い渡される。
　岩手県釜石市では，避難場所ではない防災セン
ターに多くの住民が避難して犠牲になり，遺族が
避難場所でないことを周知されていなかったなど
として市に対して賠償を求める裁判を起こした。
17年 4 月に 1審の盛岡地方裁判所は，「津波の避
難場所でないことを積極的に周知すべき義務があ
ったとはいえない」などとして訴えを退けた。
　福島県では東京電力福島第一原発の事故で住民
など約3,800人が，生活基盤が損なわれたなどと
して慰謝料などを求めて起こした集団訴訟で福島
地方裁判所は，17年10月，原告のうち2,900人に
総額 4億9,000万円余りの賠償を命じた。しかし
原告側は「判決は不十分だ」として控訴した。

7．進む交通インフラの整備

　震災によって宮城・岩手・福島の 3県の鉄道は，
一時，25の路線で不通となったが，復旧作業が進
み21の路線で運転が再開された。
　しかし，震災から 7年がたっても依然として 4
つの路線で鉄道の運行ができない状況が続いてい
る。
　このうち岩手県の山田線は，宮古駅と釜石駅の
間をJRが復旧したうえで運行を三陸鉄道に移管
する計画で，18年度中の開通を目指している。
　岩手県の盛駅と宮城県の気仙沼駅を結ぶ大船渡
線は，バスを走らせるBRTで運行し，鉄道での
再開はしないことが決まった。気仙沼駅と柳津駅
の間の気仙沼線についても同様にBRTでの運行
が決まった。
　常磐線については，段階的に運転を再開して19
年度末までに全区間の再開を目指している。残り
の不通区間は，富岡駅と浪江駅の間の約20キロと
なっている。
　一方，国が「復興道路」と位置づけて整備を進
めている三陸沿岸道路は，16年10月に宮城県登米
市の三滝堂インターチェンジから南三陸町の志津
川インターチェンジまでの区間が開通したのに続
き，17年12月には，さらに南三陸町歌津インター
チェンジまで開通。18年 3 月には気仙沼中央イン
ターチェンジ～大谷海岸インターチェンジも開通
した。
　三陸沿岸道路は，東北の太平洋沿岸を南北に走
る自動車専用道路で，仙台から青森県八戸市まで
の約360キロの区間で整備が進められていて，20
年度中の完成を目指している。
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8．避難指示一斉解除と進まぬ帰還

　東京電力福島第一原子力発電所の事故によって
大量の放射性物質が放出され，国は福島県内の原
発周辺の11の自治体に避難指示を出し，住民はふ
るさとを追われた。その後，国の除染や水道など
のインフラの復旧が終わったとして，14年 4 月，
田村市都路地区に出されていた避難指示が解除さ
れ，順次，解除が進められてきた。
　そして17年 3 月31日に浪江町と飯舘村の帰還困
難区域を除いた地域，川俣町の山木屋地区の避難
指示が解除され， 4月 1日には富岡町の帰還困難
区域を除いた地域の避難指示が解除された。 4つ
の町と市で解除の対象となる住民は 3万1,500人
余りと大規模な解除となった。
　一方，解除が進んでも放射線や生活環境への不
安などから，すぐには多くの住民の帰還が見通せ
ない状況にある。 1年前に一斉解除された 4つの
町村で戻った住民の割合をNHKが取材したとこ
ろ浪江町が 4％，富岡町が 5％，飯舘村が11％，
川俣町山木屋地区が31％で，住民の帰還は進んで
いない。生活環境の整備や産業の誘致が課題とな
っている。

9．震災遺構と広がる伝承の動き

　震災の記憶や教訓を後世に伝える被災した建物
などいわゆる「震災遺構」。一般公開や保存に向
けた動きが相次いだ。
　17年 4 月には，仙台市の震災遺構「荒浜小学
校」が整備を終えて一般公開が始まった。津波の
爪痕を残す建物で，内部には貴重な写真や資料，
遺族の手記なども展示され，多くの見学者が訪れ
ている。11月には宮城県東松島市の震災遺構「旧
野蒜駅」が周辺の復興祈念公園や伝承施設ととも
に完成し，公開された。
　津波で児童ら84人が犠牲になった宮城県石巻市
の大川小学校と同じ石巻市の門脇小学校について
は，16年に保存の方針を決定，具体的な整備計画
の議論が進められている。
　また，震災の記憶の風化を防ごうと，こうした
震災遺構を中心に，石巻市や気仙沼市などでは，
語り部や伝承活動を行う団体の設立が相次いでい
る。
　一方，岩手県の大槌町は，旧役場庁舎を保存す
るかどうか検討を続けてきたが，住民感情に配慮
するとして，解体する方針を決定した。

10．新たな支援の形と「表現」

　17年夏，宮城県石巻市を舞台に51日間にわたっ
て被災地支援の大規模芸術祭「リボーンアート・
フェスティバル」が開催された。復興支援のさま
ざまな活動やボランティアなどが少しずつ縮小す
る中で，アートや音楽を通じて被災地の中からの
復興を支援する新たな取り組みとして注目を集め
た。
　一方，震災が起きた東北から新たな文学を生み
出そうと，17年冬「東北短編文学賞」という文学
賞が仙台市の出版編集者などによって創設され，
約600の応募作の中から，18年 3 月，初めての受
賞者が発表された。
　震災から 7年という時間を経て，被災地を舞台
に，あるいは震災をテーマに，芸術や表現の活動
が徐々に活発化してきている。

11．「復興五輪」への動き

　「復興五輪」という理念を掲げて誘致に成功し
た2020年の東京オリンピック・パラリンピック。
被災地では復興の後押しになるとの期待とともに
理念が薄れているのではとの懸念も広がる。
　宮城県石巻市は，聖火リレーの出発地を目指し
て誘致活動を続ける。地元の子どもたちが参加し
て模擬聖火リレーのイベントなども定期的に開催
している。
　仙台市はイタリアのホストタウンに登録された
ほか，17年10月には，震災で支援してくれた海外
の人たちと交流する「復興『ありがとう』ホスト
タウン」にも応募，盛り上がりを図る。
　さらに宮城県山元町で津波にのまれた農地を使
って栽培されている芝生が五輪のサッカー会場に
採用されることになり，「復興五輪」の象徴のひ
とつとして期待されている。
　一方，17年10月，NHKが宮城，岩手，福島の
42の被災自治体の首長にアンケートしたところ，
26の自治体のうち76％が「復興五輪の理念が薄れ
ている」と回答した。今後，国と被災地がどう連
携し取り組みを進めるかが課題となっている。

2 節 原発事故のその後

1．  事故から 7年　帰還困難区域に復興拠
点計画

　東京電力福島第一原子力発電所の事故から 7年
がたった。17年春の避難指示の一斉解除で，避難
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指示区域の面積が，最大時の 3分の 1まで縮小し
たのに続き，17年度は，帰還困難区域の自治体に
も，「特定復興再生拠点」を設け，住民を帰還さ
せる計画が進み始めた。
　設けられる復興拠点の面積は，双葉町，大熊町，
浪江町，富岡町の 4町を合わせて2,500ヘクター
ルほど。 4町全体の面積の 9％ほどに当たり，こ
れらの地域では，放射線量を下げるための除染が
行われる。
　一方で，すでに避難指示が解除された地域でも，
放射線や生活環境への不安などから，多くの住民
は帰還しておらず，生活基盤の整備や住民サービ
スの維持，高齢化や人口減少への対応など，課題
が山積している。

2．廃炉への道　燃料デブリを初めて確認

　世界最悪レベルの事故が起きた福島第一原発。
40年かかるとされる廃炉作業の最大の難関は，溶
け落ちた燃料デブリの取り出しだが，17年度は，
デブリがどこにどのような状態で存在するのか，
少しずつ分かってきた。
　このうち， 2号機では，原子炉を覆う格納容器
の底に，デブリとみられる小石状の堆積物がある
ことが確認されたほか，原子炉内にあった核燃料
を束ねるケースの取っ手が，底に落ちているのも
確認された。また， 3号機では，魚に見立てたロ
ボットを原子炉の真下に投入し，状況を調べた。
事故の前にはなかった岩のような黒い塊などが堆
積しているのが見つかり，東京電力は燃料デブリ
の可能性が高いとした。一方， 1号機では，燃料
デブリは確認できていない。
　燃料デブリの取り出しにあたり，障害となるの
が，核燃料から出る極めて強い放射線と，放射性
物質の飛散。これらを防ぐため，格納容器を水で
満たして燃料を取り出す「冠水工法」という方法
も検討されてきたが，国と東京電力は，水位は低
いまま，空中で取り出す「気中工法」を軸に廃炉
に取り組むとしている。

3．東京電力の柏崎刈羽原発が “審査合格”

　17年12月，事故を起こした東京電力の原発とし
て初めて，柏崎刈羽原子力発電所が，新しい規制
基準の審査に合格した。ただ，審査は異例の展開
をたどり，原子力規制委員会は，東京電力に対し，
原発を運転する「適格性」があることを示すよう
求めた。規制委員会は，東京電力が，福島第一原
発の廃炉に取り組む覚悟や，経済性よりも安全性
を優先して原発を運転することを，柏崎刈羽原発

の保安規定に盛り込むことなどを条件に，東京電
力の「適格性」を認めた。新潟県の米山隆一知事
は，柏崎刈羽原発の再稼働について， 3年ほどか
かるとみられる原発事故の検証などが終わるま
で，再稼動を認めるか判断しない考えを示してい
て，再稼働の時期は見通せない状況だ。

4．原発の再稼働と廃炉

　17年 5 月から 6月にかけ，一時，運転差し止め
の仮処分で運転ができなくなっていた福井県にあ
る高浜原発 3・ 4号機が相次いで運転を再開。18
年 3 月には，福井県にある大飯原発 3号機と，佐
賀県にある玄海原発 3号機が相次いで再稼働し
た。一方で，大飯原発 1・ 2号機と，愛媛県にあ
る伊方原発 2号機は17年度，多額の安全対策費用
がかかることなどを理由に廃炉が決まった。福島
第一原発の事故のあと，新しい規制基準の下で再
稼動したのは 5原発 7基，廃炉が決まったのは 6
原発 9基となった。
　茨城県にある東海第二原発は，新基準に基づく
原子力規制委員会の審査が終盤となっているが，
18年11月に運転開始から40年となるため，運転期
間の延長手続きも済まさなければならない。再稼
働を巡っては，事業者の日本原子力発電が，事前
に自治体が判断する「事前了解」を，地元の東海
村だけでなく，事実上，水戸市など周辺の 5つの
市にも求めなければならない新たな協定を結ん
だ。また，原発から30キロの範囲には96万人が住
んでいて，いざというときに住民を安全に避難さ
せることができるかも大きな課題となっている。

3 節 NHK東日本大震災プロジェクト

1．ねらいと組織

（1）ねらい
　東日本大震災プロジェクトは，被災地の復興を
支援する取り組みを行う組織横断的プロジェクト
として，震災直後に発足した。
　被災地を忘れないための放送，被災地に笑顔を
届けるイベントのほか，全国の人々と被災地をつ
なげるキャンペーンや，世界に震災後の日本を伝
える取り組み，さらに震災を記録し将来の防災を
考える取り組みなど，放送・放送外を問わず幅広
い視野で震災に向き合い，被災地を支援すること
を目指している。
（2）組織
　事務局は12人から成り，放送総局，視聴者総局，
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仙台局などから組織されている。17年度の事務局
の構成メンバーは以下のとおり。
　・事務局長 1人（編成センター長兼務）
　・専従者 1人
　・その他の兼務者10人
　　　大型企画開発センター 1人，報道局 3人，
　　　 制作局 1人，編成局 3人，事業センター
　　　 1人，仙台局 1人

　そのほか24人のプロジェクトメンバーが加わり
親会を構成。制作局，報道局，編成局，知財セン
ター，デザインセンター，放送技術局，国際放送
局，関連事業局，広報局，営業局など全局から集
められている。

2．取り組みの内容

　東日本大震災プロジェクトの取り組みは，放送
番組の制作，イベント，ウェブ，他メディアを使
ったキャンペーンなど多岐にわたる。その主なも
のは次のとおり。
（1）震災関連定時番組の制作・放送
　17年度は，震災関連の定時番組を放送し，広く
被災地の情報を届け，支援を行った。総合テレビ
『明日へ　つなげよう』，BSプレミアム『きら
り！えん旅』。 
（2）長時間特番『特集 明日へ　つなげよう』

の制作・放送
　震災から 7年の節目で，総合テレビで特集番組
を放送した。被災地そして大阪など全国からの中
継を交え，東日本大震災を風化させない，震災に
悩む人々をつなげ，解決の道を探るなどをテーマ
に生放送で伝えた。
○震災 7年の特集（震災テレソン）
・放送： 3月11日（日）
 7:50～ 8:00　　プロローグ
10:05～11:54　　  福島編～“通い”でつながる

ふるさと～
13:05～14:40　　  宮城編～人形が結ぶ　復興の

輪
14:40～15:28　　追悼式
15:33～17:00　　  岩手編～よみがえれ“青春列

車”
・司会：畠山智之・寺門亜衣子アナ
・ ゲスト：篠山輝信，春風亭昇太，小池栄子，足
立梨花，中村雅俊，平田オリザ，カンニング竹
山，マギー審司，いとうせいこう，小林武史，
Salyu
　ほかにも震災 7年にあたって，『いつか来る日

のために』『こころフォトスペシャル』『みちのく
モノがたりスペシャル』などを放送した。
（3）証言記録・東日本大震災
　未曽有の災害を後世に伝えるため，貴重な証言
を記録し保存。 5分ミニ番組『あの日　わたし
は』と『明日へ　つなげよう』内シリーズの「証
言記録　東日本大震災」（毎月 1回）で放送した。
　また，ウェブ「東日本大震災アーカイブス」で
の公開証言者は17年度末で合計891人，震災・復
興のニュースは934本となった。
（4）『こころフォト～忘れない～』
　震災で亡くなった方，行方の分からない方の写
真と家族からのメッセージを募集し，番組やホー
ムページで紹介する取り組み。 9月と 3月には特
番『こころフォトスペシャル』を制作した。
（5） 1分ミニ番組『明日へ1min.』
　主なものは以下のとおり。
・「綾瀬はるかの“ふくしまに恋して♡”」
13年の『大河ドラマ』「八重の桜」で主役を演
じた女優の綾瀬はるかが福島県内を旅するシリ
ーズ。総集編として35分の特番も制作。

・「100万人の花は咲く」
国内外の一般の人たちが 1フレーズずつNHK
の復興支援ソング「花は咲く」を歌い継ぐ取り
組み。これまで63の国と地域，15万人以上が参
加。

・「みちのくモノがたり」
東北で受け継がれてきた「ものづくり」に込め
られた職人の技と心意気を伝えるシリーズ。

・「君に見せたい東北がある」
東北在住の方言男子がガイドブックに載らない
地域の魅力を伝える。仙台局が制作。

・「リコの非常食クッキング」
17年度に始まった新シリーズ。アルファ米・乾
パンなどの非常食をおいしく食べる簡単なコツ
を子どもが紹介するシリーズ。

（6）大型イベント「公開復興サポート 明日へ」
　被災地で複数の番組の公開収録や展示を集中的
に行い，被災地の皆さんに楽しんでもらう大型イ
ベント。17年度は福島県南相馬市と東北以外では
初となる熊本市の 2会場で実施。収録した番組を
全国放送した。
① 5月 6日（土）
・ 会場：南相馬市民文化会館「ゆめはっと」・南
相馬市原町区福祉会館など（福島県）

・公開収録番組： 7本，イベント・展示：11本
・来場者：5,147人
②10月15日（日）

（　　　　　　　　　）
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・会場：尚絅学園九品寺キャンパス（熊本市）
・公開収録番組： 6本，イベント・展示：16本
・来場者：3,760人
（7）復興支援ソング「花は咲く」の広がり
　バチカンの聖歌隊が歌う「花は咲く」を制作。
ピョンチャン五輪・パラリンピックの入賞者によ
る「ピョンチャンバージョン」も制作中。その第
1弾としてオリンピック激闘編を 3月末に放送し
た。
　なお，楽曲の著作権，およびCD等売り上げの
一部は，NHK厚生文化事業団を通して被災地に
義援金として送られる。その額は17年 3 月で合計
2億5,370万円に達した。
（8）国際展開の取り組み
　震災後の日本に関する的確な情報を積極的に海
外に発信，風化を防ぐ取り組みを実施した。
　総合テレビ『こころフォトスペシャル』や 1分
ミニ番組を国際発信した。
　プロジェクトのホームページに英語ページを新
設，防災・減災情報を英語ナレーションの動画と
して掲載した。

【人的被害】（総務省消防庁）

　・死者 1 万9,630人
　・行方不明 　　2,569人
　・負傷者 　　6,230人
　　　　　　　　（2018年 3 月 1 日現在）
　○震災関連死（復興庁）　3,647人
　　　　　　　　（2017年 9 月30日現在）

【避難者数】（復興庁）
　・避難者数 約 7 万1,000人
　  全国47都道府県1,044市区町

村に所在（2018年 3 月15日
現在）

（最多時：2011年 3 月14日約47万人）

【住宅被害】（総務省消防庁）
　・全壊 12万1,781棟
　・半壊 28万962棟
　・一部破損 74万4,530棟
　　　　　　　　（2018年 3 月 1 日現在）

※ 2017年 4 月以降，情報が更新された被害項目を
記載した。

※ 2011年 3 月11日の東北地方太平洋沖地震のほ
か，宮城県沖を震源とする地震（同年 4月 7
日）や，福島県浜通りを震源とする地震（同年
4月11日）など余震による被害を含む。

（参考）
東日本大震災の被害状況


